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様式第２ 号（ 第９ 条関係）  

令和８  年 ○月 ○日  

 

 東京都知事 殿 

 

企業等の所在地 東京都新宿区西新宿二丁目８ 番１ 号 

企業等の名称 株式会社○○○○ 

代表者役職・ 氏名 代表取締役 東京 一郎 

 

東京都中小企業障害者雇用支援助成金 

支 給 申 請 書 

 

 東京都中小企業障害者雇用支援助成金について、 東京都中小企業障害者雇用支援助成金支給要綱第 9 条の

規定に基づき 、 下記のと おり 申請し ます。  

 

記 

 

１  助成金支給申請額      金  ３ ６ ０ ， ０ ０ ０   円 

 

２  助成金支給申請額の内訳 

重度障害者等   １ 人当たり 月額６ 万円   ×（  ６  ） 月分×（  １  ） 名分と し て 

重度障害者等以外 １ 人当たり 月額３ 万６ 千円 ×（    ） 月分×（    ） 名分と し て 

 

３  支給対象者雇用事業所及び担当者連絡先 

支給 

対象者 

事業所名 株式会社○○○○ △△工場 

就業場所 東京都大田区□□ １ －２ －３  

担当者 

所属・ 氏名 総務部人事課 ・  東京 次郎 

電話番号 ０ ３ －５ ３ ２ ０ －○○○○ 

ﾒ ﾙーｱﾄﾞ ﾚｽ ○○○○＠△△△△ 

業 種（ 該当するも のに✔）（ ※）  
資本金又は 

出資の総額（ ※）  

常時雇用する  

労働者の数（ ※）  

□小売業・ 飲食業   □卸売業 

□サービス業     ☑その他の業種 
１ ， ０ ０ ０  万円 １ ０ ０  人 

主たる 事業の産業分類（ 中分類）  

【  ２ ４  】 金属製品製造業 

（ ※） の項目については支給対象者の雇用年月日現在で記入。 特定求職者雇用開発助成金の第１ 期 

支給申請書を参考に記入する こ と 。  

 

（ 印）  

・ 印鑑証明書と 同じ 代表者印を押印し

てく ださ い（ 社判、 代表者名のシャ チ

ハタ ・ 認め印は使用不可です。）。  

・ 電子申請の場合は、 押印不要です。  

捨

印 

・ 印鑑証明書と 同じ 代表者印を押印し てく だ 

さ い（ 社判、 代表者名のシャ チハタ ・ 認め 

印は使用不可です。）。  

・ 電子申請の場合は、 押印不要です。  

 

・ 支給対象者の就業し ている 「 事業 

所名」、「 就業場所」 を記入し てく だ

さ い。  

・ 担当者の「 所属・ 氏名」、「 電話番 

号」、「 メ ールアド レ ス 」、「 書類送付

先」 を記入し てく ださ い。  

・ 郵送の場合は発送日を 

記入し てく ださ い。  

・ 電子申請の場合は提出日を 

記入し てく ださ い。  

印鑑証明書（ 電子申請の場合はＧ ビズＩ Ｄ ）

と 同じ 表記で正確に記入し てく ださ い。  

（ 所在地の記入例）  

印鑑証明書の記載が、 以下の場合 

「 東京都新宿区西新宿二丁目８ 番１ 号」  

（ 誤） 東京都新宿区２ －８ －１  

（ 正） 東京都新宿区西新宿二丁目８ 番１ 号 

・「 重度障害者等」  

重度身体障害者、 重度知的障害者、 精神障害者、  

雇用日現在で満年齢 45 歳以上の身体障害者、  

雇用日現在で満年齢 45 歳以上の知的障害者。  

 

・「 重度障害者等以外」 上記以外の障害者 

※障害の程度が「 重度障害者等」 に該当し ても 、  

短時間労働者の場合は、「 重度障害者等以外」  

に該当し ま す。  

日本標準産業分類の中分類の番号を記入し てく ださ い。  

本手引き 末尾（ 23 ページ） に産業分類の表があり ま

す。  

以下の２ 点の場合、 助成金支給申請額が変わる 可能性がある ため、

担当者に確認し てく ださ い。  

①支給対象者が離職し た場合 

②支給対象者の勤務実績「 賃金支払総額」 が１ 月当り の助成金額を

下回る 場合（ 重度障害等： 60, 000 円、 重度障害等以外： 36, 000

円）  
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４  支給対象者の状況（ 申請日現在で記入。 支給対象者が複数の場合は本様式を複写し て作成する こ と ）  

企業等の名称 株式会社○○○○ 

ﾌﾘｶ゙ ﾅ ﾄｳｷｮｳ ｻﾌ゙ ﾛｳ  生年月日 雇用年月日 

氏名 
東京 三郎 

○○年 ○月 ○日      令和○年 ○月 ○日 

特定求職者雇用開発助成金等助成金支給番号 ○○○○－○○○○○○○－○ 

障害区分及び程度 

（ 該当する も のに○）  

身体・ 知的・ 精神（  ２  ） 級／度、 発達・ 難病 

一般・ 短時間  （ １ 週間の所定労働時間：  38.75 時間）  

重度・ 45 歳以上      ※「 45 歳以上」 は雇用日現在 

特定求職者雇用開発助成金等 

の第１ 期満了日 

第１ 期 

 平成令和○年 ○月 ○日から 平令和○年 ○月 ○日まで 

（ 第２ 期以降省略）  

今回の申請における 助成対象 

期間 

第○期分と し て 

令和○年 ○月から  

平令和○年 ○月まで 

支給対象者が離職し ている  

場合 

離職日 

平成  年  月  日 

【 別紙】 に離職理由等を記入 

 備考  

○添付書類（ 原則と し て第１ 期の支給申請時のみ添付する ）  

① 特定求職者雇用開発助成金等の支給決定通知書の写し  ② 支給対象者の障害者手帳等の写し  

③ 支給対象者の雇用契約書又は雇入れ通知書の写し    ④ 誓約書（ 様式第２ 号－２ ）  

⑤ その他知事が必要と する 書類 

 

５  支給対象者の勤務実績（ 報告日現在で記入）  

支給対象者の勤務実績 
令和○年 ○月 １ 日から 平令和○年 ○月 ○日まで 

別紙、 出勤簿又はタ イ ムカード 等のと おり 。  

支給対象者への 

賃金支払総額 

（ 控除前の額）  

〇年〇月 〇年〇月 〇年〇月 〇年〇月 〇年〇月 〇年〇月 

230,000 円 230,000 円 230,000 円 230,000 円 230,000 円 230,000 円 

○添付書類 ① 支給対象者の今期における 助成対象期間の出勤簿等の写し  

② 支給対象者の今期における 助成対象期間の賃金台帳の写し  

③ その他知事が必要と する 書類 

  

「 支給対象者の勤務実績」 は、「 今回の報告

における 助成対象期間」 の初月の１ 日から 最

終月の末日と なり ま す。  

※賃金の計算対象期間では、 あり ま せん。  

賃金台帳から 対象月に支給し た賃金支払総額（ 控除

前の金額。 通勤手当は含み、 賞与は除き ま す。） を

記入し てく ださ い。  

・ 障害区分に「 〇」 をつけ、 程度を記入し 、「 級」 又は「 度」 に「 ○」 をつけてく

ださ い。  

・ １ 週間の所定労働時間を記入し 、 該当する 区分に「 〇」 をつけてく ださ い。  

「 一般」  ： 30 時間以上  

「 短時間」： 20 時間以上 30 時間未満  

・ 重度身体障害、 重度知的障害に該当する 場合、「 重度」 に「 〇」 を つけてく ださ

い。  

・ 雇用日時点で満年齢が 45 歳以上の場合、「 45 歳以上」 に「 〇」 を つけてく ださ

い。  

特開金の【 支給決定通知書】 に記載さ れている

「 雇用年月日」 及び「 助成金支給番号」 を記入

し てく ださ い。  

東京労働局（ ハロ ーワ ーク ） から 送付

さ れる 特開金の【 支給申請のお知ら

せ】 又は【 支給決定通知書】 に記載さ

れた「 支給対象期間」 の第１ 期の開始

日と 満了日を記入し てく ださ い。  

今回の申請における 助成対象期間中

に、 支給対象者が離職し ている 場合

は、 離職日を記入の上、 別紙「 支給対

象者の離職理由等報告書」 を作成し 、

提出し てく ださ い。  

特記事項があれば、 備考に記入し てく ださ い。  

捨

印 

・ 印鑑証明書と 同じ 代表者印を押印し てく ださ い。  

（ 社判、 代表者名のシャ チハタ ・ 認め印は使用不可です。）  

・ 電子申請の場合は、 押印不要です。  

 

障害者手帳等の表記と 合わせてく だ

さ い。 漢字表記などは省略せずにお

書き く ださ い。  
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【 別紙】  
 

支給対象者の離職理由等報告書 
フリ ガナ ト ウ キョ ウ  サブロ ウ  企業等の名称 株式会社○○○○ 

支給対象者氏名 東京 三郎 
担当者氏名 東京 次郎 

電話番号 ０ ３ －５ ３ ２ ０ －○○○○ 

離職日  令和○年 ○月 ○日 

離職し た理由（ 該当する も のに○）  

１  事業所の倒産、 閉鎖等 
 

２  定年、 労働契約期間満了等 

  (1)  定年（    才）   (2)  雇用期限到来によ る 離職 

(3)  労働契約期間満了によ る 離職 

   （ 1 回の契約期間  か月、 通算契約期間  か月、 契約更新回数  回）  

   （ 事業主・ 労働者の意思によ り 契約更新せず）  

  (4)  早期退職優遇制度等によ る 退職  (5) 移籍出向 
 

 ３  事業主から の働き かけによ る も の 

  (1)  解雇  (2)  重責解雇（ 労働者の責に帰すべき 事由によ る ）  

  (3)  希望退職の募集・ 勧奨退職 

   ① 希望退職・ 退職勧奨   ② その他（ 具体的理由                ）  
 

 ４  労働者の判断によ る も の 

  (1)  職場における 事情 

   ① 労働条件に係る 重大な問題（ 賃金低下・ 時間外労働・ 採用条件と の相違）  

   ② 就業環境に係る 重大な問題（ 嫌がら せ・ 差別等）  

   ③ 人員整理によ る 自主退職  ④ 職種転換等の適応困難（ 教育訓練経験 有・ 無 ）  

   ⑤ 事業所移転によ る 通勤困難  ⑥ その他（                     ）  

  (2)  個人的な事情 

   ① 体調不良・ けが等  ② 妊娠・ 出産・ 育児  ③ 家庭の事情の急変（ 親族の介護等）  

   ④ 転居等によ る 通勤困難  ⑤ 転職  ⑥ 本人死亡  ⑦ 理由不明 

⑧ その他（                     ）  

離職後の状況（ 該当する も のに○）  

① 転職…転職先 ・ 同業他社  ・ 別業種（ 具体的に              ）  

・ 作業所等福祉就労  ・ 不明 

転職先職種 ・ 同職種 ・ 異なる 職種（ 具体的に              ）  

② 職業訓練施設へ入所  ③ 授産施設へ入所  ④ 自宅で休養  ⑤ 病気療養（ 入院等）  

⑥ その他（                       ）  ⑦ 不明 

具体的な状況について… 

離職を防ぐために講じ た措置 

困ったと き にすぐ に相談でき る よ う に担当業務を過去に経験し ている 職員を隣席に配置する こ と に

加え、 業務のこ と で不安になら ないよ う 職場体制を整えた。 また、 体調不良の際に休暇を取り やすいよ

う に配慮し ていた。  

 

 

支給対象者が離職し た理由を、 把握し

ている 範囲で記入し てく ださ い。  

（ 既にハロ ーワ ーク で離職手続が完了

し ている 場合は、「 離職票」 の離職理

由欄を参考にし てく ださ い。）  

把握し ている 範囲で記入し てく ださ

い。  

離職を防ぐ ために取り 組んだこ と を記入し てく ださ い。  


